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○特定調達契約に係る一般競争入札の公告 

さいたま市公告（調達）第４８号 

次のとおり特定調達契約に係る一般競争入札に付します。

令和元年５月１５日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

⑴ 件名

ア 汚物処理室機器 

イ 三次元動作解析装置 

ウ 手術用患者監視モニタリングシステム 

エ 内視鏡システム 

⑵ 納入場所

ア １⑴ア、イ及びウの物品 さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院新病院 

イ １⑴エの物品 さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院 

⑶ 数量・特質等

入札説明書のとおり 

⑷ 納入期限

ア １⑴ア、イ及びウの物品 令和元年１２月２７日

イ １⑴エの物品 令和元年９月３０日

２ 競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 平成３１年度さいたま市の特定調達契約に係る物品納入等の競争入札の参加資格に関する審査

を受け、種目「医療・衛生・福祉器材」内の営業種目「医療福祉器材」の資格を有すると認めら

れた者であること。なお、平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）

（以下「名簿」という。）に同営業種目で登載されている者については、この審査を受けたものと

みなす。名簿に登載のない者（当該営業種目について登載がない者を含む。）は、さいたま市財政
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局契約管理部契約課に所定の様式により、令和元年５月３０日（木）までに資格審査の申請を行

うこと。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項の規定により、さいた

ま市の一般競争入札に参加させないこととされた者 

⑶ 本入札の公告日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 本入札の公告日において、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法

律（昭和３５年法律第１４５号）に基づく高度管理医療機器等販売業の許可を受けた者であるこ

と。 

⑸ 平成２９年４月１日以降に、当該物品と同等の物品納入若しくは製造実績があることを証明で

きる者又は当該物品に係る製造者若しくは販売代理店等の出荷引受証明を受けている者であるこ

と。

３ 入札説明書の交付

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院経営部財務課 

担当 用度係 電話 ０４８（８７３）４２７４

⑵ 交付期間

公告の日から令和元年６月６日（木）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さい

たま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を除く午前８時３０分

から午後５時１５分まで）

⑶ 交付費用

無償

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、競争入札に付する件名ごとに入札参加申込及び入札参加資格の確

認審査（以下「確認審査」という。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であ

っても、入札期日において確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

⑴ 提出書類

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間

３⑵に同じ

⑶ 受付場所
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３⑴に同じ

⑷ 提出方法

持参

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札に付する件名ごとに競争入札参加資格確認結果通知書を交付するもの

とする。

⑴ 交付場所

３⑴に同じ

⑵ 交付日時

令和元年６月１７日（月）午前８時３０分から午後５時１５分まで

⑶ その他

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。

６ 入札手続等

⑴ 入札方法

ア １⑴ア、イ及びウの物品

競争入札に付する件名ごとに総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載され

た金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数

があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者

は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もっ

た金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

イ １⑴エの物品

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分

の８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を

切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係

る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１００に相

当する金額を入札書に記載すること。

⑵ 郵送による場合の入札書の受領期限及び送付先

ア 受領期限

令和元年６月２６日（水）書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。

イ 送付先

〒３３６－８５２２ さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院経

営部財務課用度係 

⑶ 入札の日時及び場所

ア 日時

(ア) １⑴アの物品 令和元年６月２８日（金）午前１０時００分 

(イ) １⑴イの物品 令和元年６月２８日（金）午前１０時１５分 

(ウ) １⑴ウの物品 令和元年６月２８日（金）午前１０時３０分 

(エ) １⑴エの物品 令和元年６月２８日（金）午前１０時４５分 
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イ 場所

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院仮設棟１階会議室１

⑷ 入札保証金

競争入札に付する件名ごとに見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さ

いたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除

とする。

⑸ 開札の日時及び場所

ア 日時

令和元年６月２８日（金）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

６⑶イに同じ

⑹ 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

⑺ 入札の無効

さいたま市特定調達契約に係る競争入札参加者心得（平成１５年さいたま市制定）第１５条に

該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院経営部財務課 

電話 ０４８（８７３）４２７４ ＦＡＸ ０４８（８７３）５４５１

７ 契約手続等

⑴ 契約保証金

落札者となった件名ごとに契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま

市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。

⑵ 契約書作成の要否

要

⑶ 議決の要否

否

８ その他

⑴ この特定調達契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。

⑵ 名簿に登載のない者でこの入札に参加しようとする者の資格審査申請書等の交付及び申請場所

ア 名簿に登載のない者の資格審査申請書等の交付

ホームページからダウンロードできる。また、さいたま市財政局契約管理部契約課において

無償で交付する。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/010/005/p015031.html

イ 申請場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８（８２９）１１７９ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６

ウ 受付時間
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休日を除く午前８時３０分から午後５時１５分まで 

⑶ 契約条項等は、さいたま市保健福祉局市立病院経営部財務課及びホームページにおいて閲覧で

きる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑷ 詳細は、入札説明書による。

９ Summary  

⑴ Contract for tender: 

a. Equipment for the waste treatment room  

b. 3D motion analysis system 

c. Anesthesia record monitoring equipment 

d. Endoscopy system 

⑵ Date and time of tender: 

For ⑴ a, June 28, 2019, 10:00 a.m. 

For ⑴ b, June 28, 2019, 10:15 a.m. 

For ⑴ c, June 28, 2019, 10:30 a.m. 

For ⑴ d, June 28, 2019, 10:45 a.m. 

⑶ Contact point for the notice: 

Finance Division, Department of Hospital Administration, City Hospital, Health and 

Welfare Bureau, Saitama City 

2460 Mimuro, Midori Ward, Saitama City, Saitama Prefecture 336-8522, Japan 

Tel: 048-873-4274 

○特定調達契約の落札者等の公示 

さいたま市公示第１０号

次のとおり落札者等について公示します。 

令和元年５月１５日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

「掲載事項」 

①案件番号 ②物品等又は特定役務の名称及び数量 ③契約に関する事務を担当する組織の名称及び

所在地 ④落札者又は随意契約の相手方を決定した日 ⑤落札者又は随意契約の相手方の氏名及び住

所（法人の場合はその名称及び所在地） ⑥落札金額又は随意契約に係る契約金額 ⑦契約の相手方

を決定した手続 ⑧公告又は公示をした日 ⑨随意契約によることとした理由 

①１０－１ ②さいたま市帳票印刷業務 一式 ③さいたま市都市戦略本部情報政策部 さいたま市

浦和区常盤６－４－４ ④平成３１年３月６日 ⑤株式会社コタニ浦和営業所 所長 平沢貴夫 さ

いたま市浦和区仲町２－１８－８ ⑥３７，８８２，０７１円 ⑦一般競争入札 ⑧平成３１年１月

２１日さいたま市公告（調達）第９号 
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①１０－２ ②さいたま市ソフトウェアライセンス更新業務 一式 ③さいたま市都市戦略本部情報

政策部 さいたま市浦和区常盤６－４－４ ④平成３１年３月６日 ⑤株式会社日立システムズ関東

甲信越支社営業本部第一営業部 部長 岡田靖浩 さいたま市大宮区仲町２－７５ ⑥２６，１４０，

５４６円 ⑦一般競争入札 ⑧平成３１年１月２１日さいたま市公告（調達）第１０号 

①１０－３ ②さいたま市人事・給与システム運用支援業務 一式 ③さいたま市総務局人事部人事

課 さいたま市浦和区常盤６－４－４ ④平成３１年３月２９日 ⑤株式会社日立製作所 北関東支

店 支店長 上田充宏 さいたま市大宮区桜木町１－１０－１６ ⑥３３，５８８，０００円 ⑦随

意契約 ⑨地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第３７

２号）第１１条第１項第２号該当

①１０－４ ②さいたま市本庁舎で使用する電気 ３，１９５，０００キロワット時 ③さいたま市

財政局財政部庁舎管理課 さいたま市浦和区常盤６－４－４ ④平成３１年３月６日 ⑤東京電力エ

ナジーパートナー株式会社 代表取締役 川崎敏寛 東京都千代田区内幸町１－１－３ ⑥５５，８

６５，２９２円 ⑦一般競争入札 ⑧平成３１年１月２１日さいたま市公告（調達）第７号 

①１０－５ ②レーザープリンター用トナーカートリッジ（リコーＩＰＳｉＯ ＳＰ６４１０用）（単

価契約） 約１，３００箱 ③さいたま市財政局契約管理部調達課 さいたま市浦和区常盤６－４－

４ ④平成３１年３月１５日 ⑤リコージャパン株式会社販売事業本部埼玉支社公共文教営業部 部

長 林祐信 さいたま市北区宮原町２－４５－１ ⑥２６，２４４円 ⑦一般競争入札 ⑧平成３１

年１月３１日さいたま市公告（調達）第２３号 

①１０－６ ②再生コピー用紙（Ａ４）（単価契約） 約５４，０００箱 ③さいたま市財政局契約管

理部調達課 さいたま市浦和区常盤６－４－４ ④平成３１年３月１５日 ⑤トッパン・フォームズ

株式会社埼玉営業所 営業所長 倉智巳 さいたま市浦和区高砂１－１－１ ⑥１，４４６円 ⑦一

般競争入札 ⑧平成３１年１月３１日さいたま市公告（調達）第２４号 

①１０－７ ②広報紙「市報さいたま」 約６，８５４，１００部 ③さいたま市財政局契約管理部

調達課 さいたま市浦和区常盤６－４－４ ④平成３１年３月１５日 ⑤関東図書株式会社 代表取

締役 岩渕均 さいたま市南区別所３－１－１０ ⑥１０６，４２６，７２６円 ⑦一般競争入札 ⑧

平成３１年１月３１日さいたま市公告（調達）第２５号

①１０－８ ②⑴重金属固定剤（溶融飛灰処理用）（単価契約） 約１０４，０００ｋｇ ⑵生石灰（単

価契約） 約９００，０００ｋｇ ⑶高反応性消石灰（高比表面積）（単価契約） 約１，３８０，０

００ｋｇ ③さいたま市財政局契約管理部調達課 さいたま市浦和区常盤６－４－４ ④平成３１年

３月１８日 ⑤⑴日伸化学株式会社 代表取締役 五十嵐典彦 埼玉県久喜市清久町４－１ ⑵大宮

薬業協同組合 代表理事 天沼政廣 さいたま市北区日進町２－１１２５－４８ ⑶浦和薬業協同組

合 代表理事 武藤哲夫 さいたま市浦和区北浦和２－２－５ ⑥⑴２４７．３２円（単価） ⑵３

５．６４円（単価） ⑶３８．６６円（単価） ⑦一般競争入札 ⑧平成３１年１月３１日さいたま
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市公告（調達）第２６号

①１０－９ ②⑴さいたま市西部環境センターで使用する電気 １，３８９，９００キロワット時 

⑵さいたま市クリーンセンター大崎で使用する電気 ７８０，０００キロワット時 ⑶さいたま市大

宮南部浄化センターで使用する電気 ２，３５５，６５５キロワット時 ③⑴さいたま市環境局施設

部西部環境センター さいたま市西区大字宝来５２－１ ⑵さいたま市環境局施設部クリーンセンタ

ー大崎 さいたま市緑区大字大崎３１７ ⑶さいたま市環境局施設部大宮南部浄化センター さいた

ま市見沼区大字上山口新田５０８－１ ④平成３１年３月７日 ⑤⑴及び⑶株式会社ホープ 代表取

締役 時津孝康 福岡県福岡市中央区薬院１－１４－５ ＭＧ薬院ビル ⑵株式会社エネット 代表

取締役 川越祐司 東京都港区芝公園２－６－３ ⑥⑴２９，８４７，６９８円 ⑵２０，８３５，

６６６円 ⑶３７，５３９，３８４円 ⑦一般競争入札 ⑧平成３１年１月２１日さいたま市公告

（調達）第１６号 

①１０－１０ ②さいたま市東部環境センターリサイクル処理施設運転管理業務 ③さいたま市環境

局施設部東部環境センター さいたま市見沼区大字膝子６２６－１ ④平成３１年３月２２日 ⑤株

式会社ウィズウェイストジャパン 代表取締役 山田耕 さいたま市大宮区大成町２－２２４－１ 

⑥２８９，５７５，６４８円 ⑦総合評価一般競争入札 ⑧平成３１年１月２１日さいたま市公告（調

達）第１７号 

①１０－１１ ②消防救急デジタル無線移動局装置保守業務 一式 ③さいたま市消防局警防部指令

課 さいたま市浦和区常盤６－１－２８ ④平成３１年３月７日 ⑤富士通株式会社関東支社支社長

恒成和広 さいたま市大宮区桜木町１－１１－２０ 大宮ＪＰビルディング ⑥３４，０２０，００

０円 ⑦随意契約 ⑨地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１１条第

１項第１号該当 

①１０－１２ ②消防救急デジタル無線基地局設備保守業務 一式 ③さいたま市消防局警防部指令

課 さいたま市浦和区常盤６－１－２８ ④平成３１年３月７日 ⑤東日本電信電話株式会社埼玉

事業部 取締役埼玉事業部長 榊原明 さいたま市浦和区常盤５－８－１７ ⑥５７，５１０，０

００円 ⑦随意契約 ⑨地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１１条

第１項第１号該当 

①１０－１３ ②教育相談室教育用コンピュータシステム賃貸借（北教育相談室外４室） 一式 ③

さいたま市教育委員会事務局学校教育部総合教育相談室 さいたま市浦和区上木崎４－４－１０ ④

平成３１年４月１２日 ⑤日通商事株式会社埼玉営業センター 所長 石橋泰浩 さいたま市中央区

下落合１０７９－１ ⑥５７７，２６０円（月額） ⑦一般競争入札 ⑧平成３１年２月２８日さい

たま市公告（調達）第３１号 

○一般競争入札の告示 
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さいたま市告示第４３号 

令和元年度さいたま市グラフ誌版広報誌作成業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づ

き公告する。 

令和元年５月１３日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

⑴ 件名

令和元年度さいたま市グラフ誌版広報誌作成業務 

⑵ 履行場所

さいたま市役所外 

⑶ 業務概要

仕様書のとおり

⑷ 履行期間

契約締結の日から令和２年３月３１日まで

２ 競争入札参加資格に関する事項

 本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 本入札の告示日において、平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）

（以下「名簿」という。）に、業務「製作等」の受注希望業務「パンフレット等」で登載され、か

つ、本市内に本社、支社又は営業所などを有している者であること。

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 本入札の告示日を起算日として過去２年の間、国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団体と

種類及び規模をほぼ同じくする業務の契約実績を有し、かつ、誠実に履行している者であること。 

３ 入札説明書等の交付

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

 ア さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市長公室広報課

   担当 山川、近藤、金子 電話 ０４８（８２９）１０３９

イ さいたま市ホームページからダウンロード 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/p064900.html
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⑵ 交付期間

告示の日から令和元年５月２７日（月）まで（３⑴アにおいては、さいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前８時３０分か

ら午後５時１５分まで） 

⑶ 交付費用 

無償

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

⑴ 提出書類

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間

３⑵に同じ

⑶ 受付場所

３⑴アに同じ

⑷ 提出方法

持参

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

３⑴アに同じ

⑵ 交付日時

令和元年５月２９日（水）午前８時３０分から午後５時１５分まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。

６ 入札手続等

⑴ 入札方法

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額のうち、令和元年９月ま

での役務として見積もった金額に当該金額の１００分の８に相当する額を加算した金額、令和元

年１０月以後の役務として見積もった金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した

金額（いずれも当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）を合

算した金額をもって落札金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者で

あるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額のうち、令和元年９月までの役務として見

積もった金額の１０８分の１００に相当する金額に、令和元年１０月以後の役務として見積もっ

た金額の１１０分の１００に相当する金額を加算した金額を入札書に記載し、併せて、金額の内

訳書を添付すること。
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⑵ 入札の日時及び場所

ア 日時

令和元年６月４日（火）午前１０時００分

イ 場所

さいたま市浦和区仲町４－２－２０ エコ計画浦和ビル３階西会議室

⑶ 入札保証金

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。

⑷ 開札の日時及び場所

ア 日時

令和元年６月４日（火）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

６⑵イに同じ

⑸ 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

⑹ 入札の無効

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市長公室秘書課

電話 ０４８（８２９）１０１４ ＦＡＸ ０４８（８２９）１０１８

⑻ 業務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市長公室広報課

電話 ０４８（８２９）１０３９ ＦＡＸ ０４８（８２９）１０１８

７ 契約手続等

⑴ 契約保証金

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。

⑵ 契約書作成の要否

要

８ その他

⑴ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。

⑵ 契約条項等は、さいたま市市長公室広報課及びホームページにおいて閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑶ 詳細は、入札説明書による。

さいたま市告示第４４号 

動画・画像等編集用端末機器等賃貸借について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法

施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。



12 

令和元年５月１３日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

⑴ 件名

動画・画像等編集用端末機器等賃貸借 

⑵ 借入場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市長公室広報課

⑶ 数量・特質等

仕様書のとおり

⑷ 借入期間

令和元年７月１日から令和５年６月３０日まで

２ 競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 本入札の告示日において、平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入

等）（以下「名簿」という。）に種目「レンタル・リース」内の営業種目「ＯＡ機器リース等」又

は「レンタル・リースその他」で登載されている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

３ 入札説明書の交付

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

ア さいたま市浦和区常盤町６－４－４ さいたま市市長公室広報課

担当 細谷、近藤、中元 電話 ０４８（８２９）１０３９ 

  イ さいたま市ホームページからダウンロード 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/005/p065071.html 

⑵ 交付期間

告示の日から令和元年５月２７日（月）まで（３⑴アにおいては、さいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前８時３０分か

ら午後５時１５分まで）

⑶ 交付費用

無償
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４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

⑴ 提出書類

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間

３⑵に同じ

⑶ 受付場所

３⑴アに同じ

⑷ 提出方法

持参

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

３⑴アに同じ

⑵ 交付日時

令和元年５月２９日（水）午前８時３０分から午後５時１５分まで

⑶ その他

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。

６ 入札手続等

⑴ 入札方法

単価（月額）で行う。入札金額は、賃借料１月当たりの額を記入すること。なお、落札決定に

当たっては、入札書等に記載された金額をもって落札価格とし、消費税及び地方消費税について

は別途契約書において定めるため、入札者は単価（月額）（税抜）を入札書等に記載すること。

⑵ 入札参加資格の確認

ア 入札参加資格がある旨の確認通知を持参すること。

イ 入札参加資格がある旨の通知を受けた者であっても、入札時点において参加資格がない者は

入札に参加できない。

⑶ 入札の日時及び場所

ア 日時

令和元年６月４日（火）午前１０時１５分

イ 場所

さいたま市浦和区仲町４－２－２０ エコ計画浦和ビル３階西会議室

⑷ 入札保証金

見積もった金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除と



14 

する。

⑸ 開札の日時及び場所

ア 日時

令和元年６月４日（火）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

６⑶イに同じ

⑹ 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

⑺ 入札の無効

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市長公室秘書課

電話 ０４８（８２９）１０１４ ＦＡＸ ０４８（８２９）１０１８ 

⑼ 業務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市長公室広報課

電話 ０４８（８２９）１０３９ ＦＡＸ ０４８（８２９）１０１８

７ 契約手続等

⑴ 契約保証金

契約金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま

市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。

⑵ 契約書作成の要否

要

⑶ 議決の要否

否

８ その他

⑴ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。

⑵ 契約条項等は、さいたま市市長公室広報課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑶ 詳細は、入札説明書による。 

さいたま市告示第４９号

令和元年度さいたま市総合防災訓練・防災フェア会場設営等支援業務について、次のとおり一般競

争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７

条の６の規定に基づき公告する。

令和元年５月１３日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

⑴ 件名
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令和元年度さいたま市総合防災訓練・防災フェア会場設営等支援業務

⑵ 履行場所

さいたま市岩槻区大字村国２２９ 岩槻文化公園外

⑶ 業務概要

仕様書のとおり

⑷ 履行期間

契約締結の日から令和元年９月３０日まで

２ 競争入札参加資格に関する事項

  本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 本入札の告示日において、平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）

（以下「名簿」という。）に業務「イベント・催事」で登載されている者であること。

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。

⑷ 都道府県又は政令指定都市が開催した防災訓練の企画及び運営業務を受託し、完了した実績が

あることを証明した者であること。

３ 入札説明書の交付等

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。なお、仕様書は貸与する

ものとする。

⑴ 交付場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市総務局危機管理部防災課

担当 防災対策係 電話 ０４８（８２９）１１２７

⑵ 交付期間

本入札の告示日から令和元年５月２７日（月）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１

３年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで）

⑶ 交付費用

無償

 ⑷ 仕様書の返却

   入札説明書のとおり

４ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確
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認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

⑴ 提出書類

ア 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類

⑵ 受付期間

３⑵に同じ

 ⑶ 受付場所

３⑴に同じ

⑷ 提出方法

持参

５ 一般競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、一般競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

⑴ 交付方法

全て郵送とする。

⑵ 交付日

令和元年５月２９日（水）に交付するものとする。

６ 入札手続等

⑴ 入札方法

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税

事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１００に相当する金

額を入札書に記載すること。

⑵ 入札の日時及び場所

ア 日時

令和元年６月５日（水）午前１０時００分

イ 場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所消防庁舎３階関係課会議室

⑶ 入札保証金

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。

⑷ 開札の日時及び場所

ア 日時

令和元年６月５日（水）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

６⑵イに同じ

⑸ 最低制限価格

設定する。なお、最低制限価格を下回る入札をした者は、再度入札に参加することはできない。

⑹ 落札者の決定方法
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  さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で、同条４項及び５項に基づいて作成された最低制限価格以上の価格をもって入札を行った

者のうち、最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

⑺ 入札の無効

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。

⑻ 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市総務局危機管理部危機管理課

電話 ０４８（８２９）１１２８ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９３６ 

⑼ 業務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市総務局危機管理部防災課

電話 ０４８（８２９）１１２７ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９７８

７ 契約手続等

⑴ 契約保証金

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。

⑵ 契約書作成の要否

要

 ⑶ 議決の要否

   否

８ その他

⑴ 提出された一般競争入札参加申込兼資格確認申請書等は返却しない。

⑵ 入札後、入札参加者は、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立

てることはできない。

⑶ 契約条項等は、さいたま市総務局危機管理部防災課及びホームページにおいて閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑷ 詳細は、入札説明書による。

さいたま市告示第１９号

令和元年度さいたま市公共施設マネジメント支援業務について、次のとおり一般競争入札を行うの

で、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に

基づき公告する。 

令和元年５月９日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

令和元年度さいたま市公共施設マネジメント支援業務 

⑵ 履行場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４外 

⑶ 業務概要 
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仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 

契約締結の日から令和２年３月１６日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）

（以下「名簿」という。）に業務「計画策定」の受注希望業務「その他の計画策定」で登載されて

いる者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ これまでに地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１９に規定する指定都市にお

いて、公共施設等総合管理計画若しくは個別施設計画又はこれらに類似する計画の策定支援業務

又は改訂支援業務を受託し、かつ、これらを全て誠実に履行した者であること。

３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書等（以下｢入札説明書等｣という。）を交

付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市ホームページからダウンロード 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/001/p064875.html 

⑵ 交付期間 

告示の日から令和元年５月２４日（金）まで 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 入札説明書等の質問及び回答 

入札説明書等の内容に関する質問がある場合は、次のとおり受け付けるものとする。 

⑴ 質問方法 

電子メールによる。 

電子メールアドレス shisan-keiei@city.saitama.lg.jp 

⑵ 質問期間 

告示の日から令和元年５月２１日（火）まで 

⑶ 回答方法及び回答日 
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提出された質問を取りまとめ、令和元年５月２３日（木）に３⑴のホームページで公表するこ

ととし、口頭による個別対応は一切行わない。 

なお、回答は、入札説明書等と一体のものとして同等の効力を有する。 

５ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

告示の日から令和元年５月２４日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 受付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局財政部資産経営課 

担当 公共施設マネジメント係 電話 ０４８（８２９）１１９１ 

⑷ 提出方法 

持参 

６ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

５⑶に同じ 

⑵ 交付日時 

令和元年５月２９日（水）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、５の書類提出時において返信用封筒に８２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

７ 競争入札参加資格の喪失  

本入札の参加資格を有する者が、次のいずれかに該当するときは、入札に参加できないものとす

る。 

⑴ 本告示に定める資格要件を満たさなくなったとき。 

⑵ 競争入札参加申込兼資格確認申請書及び提出書類について、虚偽の記載をしたとき。 

８ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

総価で行う。入札金額は、当該業務に係る経費の全てを含めること。なお、落札決定に当たっ

ては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該

金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格

とするので、入札者は消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問

わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 



20 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

令和元年６月３日（月）午後１時３０分 

イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟１階第６会議室 

⑶ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

令和元年６月３日（月）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

８⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。なお、入札価格が同値の場合

は、当該者のくじ引きによって落札者を定める。この場合において、入札参加者は、くじを引く

ことを辞退することができない。 

⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局財政部財政課 

電話 ０４８（８２９）１１５３ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９７４ 

⑻ 業務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局財政部資産経営課 

電話 ０４８（８２９）１１９１ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８５ 

９ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

否 

１０ その他 

⑴ 提出された競争入札参加申込兼確認申請書等は返却しない。

⑵ 契約条項等は、さいたま市財政局財政部資産経営課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑶ 詳細は、入札説明書による。 
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さいたま市告示第２０号 

ＪＣＨＯさいたま北部医療センター跡地利活用方針案作成業務について、次のとおり一般競争入札

を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の

６の規定に基づき公告する。 

令和元年５月９日 

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

⑴ 件名

ＪＣＨＯさいたま北部医療センター跡地利活用方針案作成業務 

⑵ 履行場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４外  

⑶ 業務概要

仕様書のとおり

⑷ 履行期間

契約締結の日から令和２年３月１６日まで

２ 競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）

（以下「名簿」という。）に業務「計画策定」の受注希望業務「その他の計画策定」で登載され

ている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 平成２９年度以降に、地方公共団体において、民間活力導入を含む市有地利活用方針等作成業

務の契約実績を２件以上有し、かつ、これらを全て誠実に履行した者であること。 

３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書等（以下｢入札説明書等｣という。）を交

付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市ホームページからダウンロード 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/001/p064896.html 

⑵ 交付期間 



22 

告示の日から令和元年５月２４日（金）まで 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 入札説明書等の質問及び回答 

入札説明書等の内容に関する質問がある場合は、次のとおり受け付けるものとする。 

⑴ 質問方法 

電子メールによる。 

電子メールアドレス shisan-keiei@city.saitama.lg.jp

⑵ 質問期間 

告示の日から令和元年５月２１日（火）まで 

⑶ 回答方法及び回答日 

提出された質問を取りまとめ、令和元年５月２３日（木）に３⑴のホームページで公表するこ

ととし、口頭による個別対応は一切行わない。 

なお、回答は、入札説明書等と一体のものとして同等の効力を有する。 

５ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

告示の日から令和元年５月２４日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 受付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局財政部資産経営課 

担当 資産マネジメント係 電話 ０４８（８２９）１１９０ 

⑷ 提出方法 

持参 

６ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

５⑶に同じ 

⑵ 交付日時 

令和元年５月２９日（水）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、５の書類提出時において返信用封筒に８２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

７ 競争入札参加資格の喪失  
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本入札の参加資格を有する者が、次のいずれかに該当するときは、入札に参加できないものとす

る。 

⑴ 本告示に定める資格要件を満たさなくなったとき。 

⑵ 競争入札参加申込兼資格確認申請書及び提出書類について、虚偽の記載をしたとき。 

８ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

総価で行う。入札金額は、当該業務に係る経費の全てを含めること。なお、落札決定に当たっ

ては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該

金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格

とするので、入札者は消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問

わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

令和元年６月３日（月）午後１時５０分 

イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟１階第６会議室 

⑶ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

令和元年６月３日（月）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

８⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。なお、入札価格が同値の場合

は、当該者のくじ引きによって落札者を定める。この場合において、入札参加者は、くじを引く

ことを辞退することができない。 

⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局財政部財政課 

電話 ０４８（８２９）１１５３ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９７４ 

⑻ 業務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局財政部資産経営課 

電話 ０４８（８２９）１１９０ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８５ 

９ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 
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契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

否 

１０ その他 

⑴ 提出された競争入札参加申込兼確認申請書等は返却しない。

⑵ 契約条項等は、さいたま市財政局財政部資産経営課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑶ 詳細は、入札説明書による。 

さいたま市告示第３９号 

アルファ米（きのこ等具材入り）等一式 外１件の購入について、次のとおり一般競争入札を行う

ので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定

に基づき公告する。

令和元年５月１３日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

⑴ 件名

アルファ米（きのこ等具材入り）等一式 外１件

⑵ 納入場所

さいたま市西区西大宮２－１３－１ 指扇公民館外１０４箇所

⑶ 数量

  アルファ米（きのこ等具材入り）等一式 １，６３８箱

  アルファ米（白粥）等一式 ３３３箱

⑷ 特質等

入札説明書のとおり

⑸ 納入期限

令和元年１２月２０日

２ 競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 本入札の告示日において、平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入

等）（以下「名簿」という。）の種目「農・林・水産物」内の営業種目「食料品」又は種目「消防・

安全・災害対策用品」内の営業種目「災害対策品」で登載され、かつ、市内に本店又は本市との

契約権限を有する支店若しくは営業所を有している者であること。

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７
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７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。

３ 入札説明書の交付

本入札に参加を希望する者で、２の要件を満たす者に対し、入札説明書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課

担当 物品契約係 電話 ０４８（８２９）１１８１

⑵ 交付期間

告示の日から令和元年５月２９日（水）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで）

⑶ 交付費用

無償

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

⑴ 提出書類

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類

⑵ 受付期間

３⑵に同じ

⑶ 受付場所

３⑴に同じ

⑷ 提出方法

持参

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

３⑴に同じ

⑵ 交付日時

令和元年６月６日（木）及び令和元年６月７日（金）午前９時から午後４時まで。なお、交付

日時までに競争入札参加資格確認結果通知書の交付を受けなかった者については、入札を辞退し

たものとみなす。

６ 競争入札参加資格の喪失
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本入札の参加資格を有する者が、次のいずれかに該当するときは、本入札に参加することができ

ない。

⑴ 本告示に定める資格要件を満たさなくなったとき。

⑵ 競争入札参加申込兼資格確認申請書及び提出書類について、虚偽の記載をしたとき。

７ 入札手続等

⑴ 入札方法

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税

事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１００に相当する金

額を入札書に記載すること。

⑵ 入札の日時及び場所

ア 日時

令和元年６月１７日（月）午後２時００分

イ 場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟１階第１入札室

⑶ 入札保証金

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。

⑷ 開札の日時及び場所

ア 日時

令和元年６月１７日（月）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

７⑵イに同じ

⑸ 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

⑹ 入札の無効

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。

⑺ 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課

電話 ０４８（８２９）１１８１ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６

⑻ 業務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市総務局危機管理部防災課

   電話 ０４８（８２９）１１２７ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９７８

８ 契約手続等

⑴ 契約保証金

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。
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⑵ 契約書作成の要否

要

⑶ 議決の要否

否

９ その他

⑴ 契約条項等は、さいたま市財政局契約管理部調達課及びホームページにおいて閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑵ 詳細は、入札説明書による。

さいたま市告示第４０号 

災害用ビスケットの購入について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和

２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。

令和元年５月１３日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

⑴ 件名

災害用ビスケット 

⑵ 納入場所

さいたま市西区西大宮３－４－２ 西区役所外６２箇所

⑶ 数量

  １，０５０箱

⑷ 特質等

  入札説明書のとおり

⑸ 納入期限

令和２年２月２８日

２ 競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 本入札の告示日において、平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入

等）（以下「名簿」という。）の種目「農・林・水産物」内の営業種目「食料品」又は種目「消防・

安全・災害対策用品」内の営業種目「災害対策品」で登載され、かつ、市内に本店又は本市との

契約権限を有する支店若しくは営業所を有している者であること。

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から
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の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。

３ 入札説明書の交付

本入札に参加を希望する者で、２の要件を満たす者に対し、入札説明書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課

担当 物品契約係 電話 ０４８（８２９）１１８１

⑵ 交付期間

告示の日から令和元年５月２９日（水）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで）

⑶ 交付費用

無償

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

⑴ 提出書類

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類

⑵ 受付期間

３⑵に同じ

⑶ 受付場所

３⑴に同じ

⑷ 提出方法

持参

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

３⑴に同じ

⑵ 交付日時

令和元年６月６日（木）及び令和元年６月７日（金）午前９時から午後４時まで。なお、交付

日時までに競争入札参加資格確認結果通知書の交付を受けなかった者については、入札を辞退し

たものとみなす。

６ 競争入札参加資格の喪失

本入札の参加資格を有する者が、次のいずれかに該当するときは、本入札に参加することができ

ない。

⑴ 本告示に定める資格要件を満たさなくなったとき。

⑵ 競争入札参加申込兼資格確認申請書及び提出書類について、虚偽の記載をしたとき。

７ 入札手続等
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⑴ 入札方法

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税

事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１００に相当する金

額を入札書に記載すること。

⑵ 入札の日時及び場所

ア 日時

令和元年６月１７日（月）午後２時１５分

イ 場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟１階第１入札室

⑶ 入札保証金

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。

⑷ 開札の日時及び場所

ア 日時

令和元年６月１７日（月）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

７⑵イに同じ

⑸ 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

⑹ 入札の無効

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。

⑺ 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課

電話 ０４８（８２９）１１８１ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６

⑻ 業務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市総務局危機管理部防災課

   電話 ０４８（８２９）１１２７ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９７８

８ 契約手続等

⑴ 契約保証金

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。

⑵ 契約書作成の要否

要

⑶ 議決の要否

否

９ その他
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⑴ 契約条項等は、さいたま市財政局契約管理部調達課及びホームページにおいて閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑵ 詳細は、入札説明書による。

さいたま市告示第４１号 

非常用排便袋等一式の購入について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭

和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。

令和元年５月１３日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

⑴ 件名

非常用排便袋等一式 

⑵ 納入場所

ア さいたま市大宮区吉敷町１－１２４－１ 大宮区役所 

イ さいたま市緑区美園４－１９－１ 美園備蓄倉庫

⑶ 数量

  ４４０箱

⑷ 特質等

入札説明書のとおり

⑸ 納入期限

令和元年９月３０日

２ 競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 本入札の告示日において、平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入

等）（以下「名簿」という。）の種目「日用品」内の営業種目「日用品・雑貨」又は種目「消防・

安全・災害対策用品」内の営業種目「災害対策品」で登載され、かつ、市内に本店又は本市との

契約権限を有する支店若しくは営業所を有している者であること。

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。

３ 入札説明書の交付

本入札に参加を希望する者で、２の要件を満たす者に対し、入札説明書を交付するものとする。
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⑴ 交付場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課

担当 物品契約係 電話 ０４８（８２９）１１８１

⑵ 交付期間

告示の日から令和元年５月２９日（水）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで）

⑶ 交付費用

無償

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

⑴ 提出書類

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類

⑵ 受付期間

３⑵に同じ

⑶ 受付場所

３⑴に同じ

⑷ 提出方法

持参

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

３⑴に同じ

⑵ 交付日時

令和元年６月６日（木）及び令和元年６月７日（金）午前９時から午後４時まで。なお、交付

日時までに競争入札参加資格確認結果通知書の交付を受けなかった者については、入札を辞退し

たものとみなす。

６ 競争入札参加資格の喪失

本入札の参加資格を有する者が、次のいずれかに該当するときは、本入札に参加することができ

ない。

⑴ 本告示に定める資格要件を満たさなくなったとき。

⑵ 競争入札参加申込兼資格確認申請書及び提出書類について、虚偽の記載をしたとき。

７ 入札手続等

⑴ 入札方法

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税
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事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１００に相当する金

額を入札書に記載すること。

⑵ 入札の日時及び場所

ア 日時

令和元年６月１７日（月）午後２時３０分

イ 場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟１階第１入札室

⑶ 入札保証金

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。

⑷ 開札の日時及び場所

ア 日時

令和元年６月１７日（月）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

７⑵イに同じ

⑸ 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

⑹ 入札の無効

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。

⑺ 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課

電話 ０４８（８２９）１１８１ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６

⑻ 業務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市総務局危機管理部防災課

   電話 ０４８（８２９）１１２７ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９７８

８ 契約手続等

⑴ 契約保証金

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。

⑵ 契約書作成の要否

要

⑶ 議決の要否

否

９ その他

⑴ 契約条項等は、さいたま市財政局契約管理部調達課及びホームページにおいて閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑵ 詳細は、入札説明書による。
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さいたま市告示第１７号 

さいたま市町名地番整理等業務（風渡野南地区）について、次のとおり一般競争入札を行うので、

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づ

き公告する。

令和元年５月９日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

⑴ 件名

さいたま市町名地番整理等業務（風渡野南地区）

⑵ 履行場所

受託者事務所外

⑶ 業務概要

仕様書のとおり

⑷ 履行期間

契約締結日から令和２年３月２０日まで

２ 競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 本入札の告示日において、平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（設計・調

査・測量）（以下「名簿」という。）に業務「建設コンサルタント」の業務中分類「開発事業」で

登載されている者であること。

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成

１３年さいたま市制定）若しくはさいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要綱（平

成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力

団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受けている

期間がない者であること。

⑷ 一般財団法人日本情報経済社会推進協会からのプライバシーマーク（ＪＩＳＱ１５００１）付

与認定を受けている者であること。 

３ 入札説明書の交付

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市民局区政推進部 

担当 前田 電話 ０４８（８２９）１８３３

⑵ 交付期間
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告示の日から令和元年５月２７日（月）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで）

⑶ 交付費用

無償

⑷ 交付方法

ＣＤ－ＲＯＭ

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

⑴ 提出書類

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間

３⑵に同じ

⑶ 受付場所

３⑴に同じ

⑷ 提出方法

持参

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

全て郵送とする。

⑵ 交付日

令和元年５月３０日（木）までに交付するものとする。

６ 入札手続等

⑴ 入札方法

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課

税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。

⑵ 入札の日時及び場所

ア 日時

令和元年６月１３日（木）午前１０時００分

イ 場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟１階第６会議室

⑶ 入札保証金

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３
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年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。

⑷ 開札の日時及び場所

ア 日時

令和元年６月１３日（木）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

６⑵イに同じ

⑸ 最低制限価格

設定する。なお、最低制限価格を下回る入札をした者は、再度入札に参加することはできない。

⑹ 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低制限価格以上の最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

⑺ 入札の無効

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市民局区政推進部 

電話 ０４８（８２９）１８３３ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９２

７ 契約手続等

⑴ 契約保証金

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。

⑵ 契約書作成の要否

要

⑶ 議決の要否

否

８ その他

⑴ 契約条項等は、さいたま市市民局区政推進部及びホームページにおいて閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑵ 詳細は、入札説明書による。

さいたま市告示第１８号 

さいたま市街区表示板設置業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令

（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。

令和元年５月９日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

⑴ 件名

さいたま市街区表示板設置業務

⑵ 履行場所

さいたま市見沼区内外
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⑶ 業務概要

仕様書のとおり

⑷ 履行期間

契約締結の日から令和２年３月２０日まで

２ 競争入札参加資格に関する事項

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 本入札の告示日において、平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「名

簿」という。）（物品納入等）に種目「広告・装飾」内の営業種目「標示板・標識・門標」で登載

されている者又は名簿（業務委託）に業務「保守点検」の受注希望業務「その他の保守点検」で

登載されている者であること。

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。

⑷ 平成２８年４月１日以降に、年間５００枚以上の街区表示板を作成及び設置する契約を締結し、

確実に履行した実績を有している者であること。 

３ 入札説明書の交付

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市民局区政推進部 

担当 斉藤、前田 電話 ０４８（８２９）１８３３

⑵ 交付期間

告示の日から令和元年５月２７日（月）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで）

⑶ 交付費用

無償

⑷ 交付方法

ＣＤ－ＲＯＭ

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

⑴ 提出書類



37 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間

３⑵に同じ

⑶ 受付場所

３⑴に同じ

⑷ 提出方法

持参

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

全て郵送とする。

⑵ 交付日

令和元年５月３０日（木）までに交付するものとする。

６ 入札手続等

⑴ 入札方法

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課

税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。

⑵ 入札の日時及び場所

ア 日時

令和元年６月１３日（木）午前１１時００分

イ 場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟１階第６会議室

⑶ 入札保証金

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。

⑷ 開札の日時及び場所

ア 日時

令和元年６月１３日（木）入札終了後、直ちに行う。

イ 場所

６⑵イに同じ

⑸ 最低制限価格

設定する。なお、最低制限価格を下回る入札をした者は、再度入札に参加することはできない。

⑹ 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低制限価格以上の最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。
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⑺ 入札の無効

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市民局区政推進部 

電話 ０４８（８２９）１８３３ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９２

７ 契約手続等

⑴ 契約保証金

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。

⑵ 契約書作成の要否

要

⑶ 議決の要否

否

８ その他

⑴ 契約条項等は、さいたま市市民局区政推進部及びホームページにおいて閲覧できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑵ 詳細は、入札説明書による。

さいたま市告示第４２号 

全身麻酔器外４件の購入について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和

２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 

令和元年５月１３日 

さいたま市長 清 水 勇 人   

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

ア 全身麻酔器 

イ 生理検査機器 

ウ 眼科機器 

エ 血圧脈波検査装置 

オ インピーダンスオージオメータ 

⑵ 納入場所 

ア １⑴アの物品 さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院新病院 

イ １⑴イ、ウ、エ及びオの物品 さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院 

⑶ 数量・特質等 

仕様書のとおり 

⑷ 納入期限 

ア １⑴アの物品 令和元年１２月２７日 

イ １⑴イ、ウ、エ及びオの物品 令和元年９月３０日 

２ 競争入札参加資格に関する事項 
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本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、平成３１・３２年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納

入等）（以下「名簿」という。）に種目「医療・衛生・福祉器材」内の営業種目「医療福祉器材」

で登載されている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 本入札の告示日において、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法

律（昭和３５年法律第１４５号）に基づく高度管理医療機器等の販売業の許可を受けている者で

あること。 

⑸ 平成２９年４月１日以降に、当該物品と同等の物品納入若しくは製造実績があることを証明で

きる者又は当該物品に係る製造者若しくは販売代理店等の出荷引受証明を受けている者であるこ

と。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付する。

⑴ 交付場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院経営部財務課 

担当 用度係 電話 ０４８（８７３）４２７４ 

⑵ 交付期間 

告示の日から令和元年５月３０日（木）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前８時３０分から午後５時１５分ま

で） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、競争入札に付する件名ごとに入札参加申込及び入札参加資格の確

認審査（以下「確認審査」という。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であ

っても、入札期日において確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
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３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札に付する件名ごとに競争入札参加資格確認結果通知書を交付するもの

とする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

令和元年６月６日（木）午前８時３０分から午後５時１５分まで 

６ 競争入札参加資格の喪失 

本入札の参加資格を有する者が、次のいずれかに該当するときは、本入札に参加することができ

ない。 

⑴ 本告示に定める資格要件を満たさなくなったとき。 

⑵ 競争入札参加申込兼資格確認申請書及び提出書類について、虚偽の記載をしたとき。 

７ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

ア １⑴アの物品 

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分

の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額

を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に

相当する金額を入札書に記載すること。 

イ １⑴イ、ウ、エ及びオの物品 

競争入札に付する件名ごとに総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載され

た金額に当該金額の１００分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数が

あるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金

額の１０８分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

(ア) １⑴アの物品 令和元年６月１４日（金）午前１０時００分 

(イ) １⑴イの物品 令和元年６月１４日（金）午前１０時１５分 

(ウ) １⑴ウの物品 令和元年６月１４日（金）午前１０時３０分 

(エ) １⑴エの物品 令和元年６月１４日（金）午前１０時４５分 

(オ) １⑴オの物品 令和元年６月１４日（金）午前１１時００分 

イ 場所 
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さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院仮設棟１階会議室１ 

⑶ 入札保証金 

競争入札に付する件名ごとに見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さ

いたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除

とする。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

令和元年６月１４日（金）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

７⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院経営部財務課 

電話 ０４８（８７３）４２７４ ＦＡＸ ０４８（８７３）５４５１ 

８ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

落札者となった件名ごとに契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま

市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

否 

９ その他 

⑴ 契約条項等は、さいたま市保健福祉局市立病院経営部財務課及びホームページにおいて閲覧で

きる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑵ 詳細は、入札説明書による。

さいたま市告示第４６号

就学援助システム機器等賃貸借について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令

（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。

令和元年５月１３日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

⑴ 件名
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就学援助システム機器等賃貸借

⑵ 借入場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４外

⑶ 数量・特質等

仕様書のとおり

⑷ 借入期間

令和元年１０月１日から令和６年９月３０日まで

２ 競争入札参加資格に関する事項

  本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 本入札の告示日において、平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入

等）（以下「名簿」という。）に種目「レンタル・リース」内の営業種目「ＯＡ機器リース等」で

登載されている者であること。

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者。

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者。

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。

３ 入札説明書の交付

  本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局学校教育部学事課

担当 教育費支援係 電話 ０４８（８２９）１６４７

⑵ 交付期間

告示の日から令和元年５月２７日（月）（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さいたま

市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで）

⑶ 交付費用

無償

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

⑴ 提出書類

競争入札参加申込兼資格確認申請書

⑵ 受付期間
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３⑵に同じ

⑶ 受付場所

３⑴に同じ

⑷ 提出方法

持参

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

３⑴に同じ

⑵ 交付日時

令和元年５月３１日（金）午前９時から午後４時まで

⑶ その他

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。

６ 入札手続等

⑴ 入札方法

単価（月額）で行う。入札金額は、賃借料（設置費用等、当該業務に係る経費の全てを含む。）

１月当たりの額を記入すること。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該

金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、

その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地

方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の

１００に相当する金額を入札書に記載すること。

⑵ 入札の日時及び場所

ア 日時

令和元年６月１０日（月）午前１０時３０分

イ 場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟１階第６会議室

⑶ 入札保証金

見積もった金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除と

する。

⑷ 開札の日時及び場所

 ア 日時

   令和元年６月１０日（月）入札終了後、直ちに行う。

 イ 場所

   ６⑵イに同じ

⑸ 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。
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⑹  入札の無効

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。

⑺  入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局学校教育部学事課

電話 ０４８（８２９）１６４７ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８９

７ 契約手続等

⑴ 契約保証金

契約金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま

市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。

⑵ 契約書作成の要否

要

⑶ 議決の要否

否

８ その他

⑴ この調達契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。

⑵ 契約条項等は、さいたま市教育委員会事務局学校教育部学事課及びホームページにおいて閲覧

できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑶ 詳細は、入札説明書による。

さいたま市告示第４７号

入学準備金・奨学金貸付システムサーバ機器等賃貸借について、次のとおり一般競争入札を行うの

で、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定

に基づき公告する。

令和元年５月１３日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 競争入札に付する事項

⑴ 件名

入学準備金・奨学金貸付システムサーバ機器等賃貸借

⑵ 借入場所

さいたま市内 さいたま市データセンター外

⑶ 数量・特質等

仕様書のとおり

⑷ 借入期間

令和元年１０月１日から令和６年９月３０日まで

２ 競争入札参加資格に関する事項

  本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

⑴ 本入札の告示日において、平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入

等）（以下「名簿」という。）に種目「レンタル・リース」内の営業種目「ＯＡ機器リース等」で
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登載されている者であること。

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者。

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者。

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。

３ 入札説明書の交付

  本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局学校教育部学事課

担当 教育費支援係 電話 ０４８（８２９）１６４７

⑵ 交付期間

告示の日から令和元年５月２７日（月）（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さいたま

市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで）

⑶ 交付費用

無償

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。

⑴ 提出書類

  競争入札参加申込兼資格確認申請書

⑵ 受付期間

３⑵に同じ

⑶ 受付場所

３⑴に同じ

⑷ 提出方法

持参

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。

⑴ 交付場所

３⑴に同じ

⑵ 交付日時

令和元年５月３１日（金）午前９時から午後４時まで
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⑶ その他

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８２円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。

６ 入札手続等

⑴ 入札方法

単価（月額）で行う。入札金額は、賃借料（設置費用等、当該業務に係る経費の全てを含む。）

１月当たりの額を記入すること。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該

金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、

その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地

方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の

１００に相当する金額を入札書に記載すること。

⑵ 入札の日時及び場所

ア 日時

令和元年６月１０日（月）午前１１時００分

イ 場所

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟１階第６会議室

⑶ 入札保証金

見積もった金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除と

する。

⑷ 開札の日時及び場所

 ア 日時

   令和元年６月１０日（月）入札終了後、直ちに行う。

 イ 場所

   ６⑵イに同じ

⑸ 落札者の決定方法

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

⑹  入札の無効

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。

⑺  入札事務を担当する課

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局学校教育部学事課

電話 ０４８（８２９）１６４７ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８９

７ 契約手続等

⑴ 契約保証金

契約金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま

市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。

⑵ 契約書作成の要否

要
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⑶ 議決の要否

否

８ その他

⑴ この調達契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。

⑵ 契約条項等は、さいたま市教育委員会事務局学校教育部学事課及びホームページにおいて閲覧

できる。

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑶ 詳細は、入札説明書による。

○公募型プロポーザル方式の手続の開始 

さいたま市告示第３８号 

さいたま市情報化推進業務について、公募型プロポーザル方式の手続きを実施します。つきまして

は、次のとおり当該業務に関する企画提案書の提出を招請します。 

令和元年５月１３日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 企画提案書の招請に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市情報化推進業務 

⑵ 履行場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市都市戦略本部情報政策部外 

⑶ 業務概要 

調達仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 

契約締結の日から令和２年３月２３日まで 

２ 企画提案書の提出者の資格に関する事項 

企画提案書を提出しようとする者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本告示日において、平成３１・３２年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（以下

「名簿」という。）に業務「計画策定」又は「電算」で登載されている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項の規定により、さいた

ま市の一般競争入札に参加させないこととされた者 

⑶ 本告示日から企画提案書提出期限までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加

停止要綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契

約からの暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置

を受けている期間がない者であること。 
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⑷ 過去２年の間に、官公庁に対して、情報化推進に関する計画策定業務、計画策定支援業務又は

進行管理業務の実績を２件以上有し、かつ、これら全てを誠実に履行している者であること。 

３ 企画提案書招請説明書等の貸与 

企画提案書の提出を希望する者に対し、企画提案書招請説明書（以下「説明書」という。）等を貸

与する。 

⑴ 貸与場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市都市戦略本部情報政策部 

担当 ＩＣＴ政策担当 電話 ０４８（８２９）１０４８ 

⑵ 貸与期間 

本告示日から令和元年６月１１日（火）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を除く午前９時から

午後４時まで。ただし、最終日は午前９時から正午までとする。） 

⑶ 貸与費用 

無償 

⑷ 貸与方法 

ＣＤ－ＲＯＭ 

⑸ 説明書等の返却 

貸与した説明書等は、企画提案書提案会時に返却すること。また、見積辞退及び参加申込兼資

格確認申請書を提出しないことが決まった場合は、速やかに返却すること。 

⑹ 説明書等の取り扱い 

貸与した説明書等は、企画提案及び見積りに係る検討以外の目的で使用してはならない。また、

様式以外の資料は複製をしてはならない。 

４ 参加申込兼資格確認申請書の提出 

企画提案書の提出を希望する者で、２の要件を満たしている者は、参加申込及び参加資格確認審

査（以下「確認審査」という。）の申請を行わなければならない。また、名簿に登載されている者で

あっても、企画提案書提出日において確認審査を受けていない者は、企画提案書提案会に参加する

ことはできない。なお、提出書類について説明を求められたときは、これに応じなければならない。 

⑴ 提出書類 

ア 参加申込兼資格確認申請書 

イ ２⑷の経験を証する書類 １部 

⑵ 受付期間 

本告示日から令和元年６月１１日（火）まで（休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 
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３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

令和元年６月１３日（木）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において、返信用封筒に８２円切手を貼付し、申し出

た場合のみ受け付けるものとする。 

６ 企画提案書提案会参加資格の喪失 

企画提案書提案会の参加資格を有する者が、次のいずれかに該当するときは、本企画提案書提案

会に参加することはできない。 

⑴ 企画提案書提案会の実施日において２に定める参加資格の要件を満たさなくなったとき。 

⑵ 提出書類に虚偽の記載をしたとき。 

７ 企画提案書の提出 

参加資格確認結果通知書により参加資格有と認められた者は、次の書類を提出することができる。 

⑴ 提出書類 

企画提案書 原本１部 写し８部 

⑵ 受付期間 

令和元年６月１４日（金）から令和元年６月２０日（木）まで（休日を除く午前９時から午後

４時まで。ただし、最終日については午前９時から正午までとする。） 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

８ 企画提案書提案会 

企画提案書の提出者は、令和元年７月２日（火）又は７月４日（木）で実施を予定している企画

提案書提案会において、提案内容の説明をすることができる。なお、詳細な時間及び場所について

は、参加者数の確定後に通知する。 

９ 企画提案書の特定に関する事項 

⑴ 評価方法 

企画提案書及び企画提案書提案会の内容（質疑応答を含む。）について、選定委員会において、

選定委員が評価を行う。 

⑵ 優先交渉権者の選定 

選定委員会の後、優先交渉権者を選定する。 

１０ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３年さ

いたま市規則第６６号）第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

否 

１１ 本招請に関する事務を担当する課 
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電話 ０４８（８２９）１０４８ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８５

１２ その他 

⑴ 本調達において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑵ この企画提案書の招請手続きに係る一切の経費は、提案者の負担とする。 

⑶ 提出された企画提案書は、業者選定の結果不採用となった提案者より明示的な希望があった場

合のみ返却する。 

⑷ 契約条項等は、さいたま市都市戦略本部情報政策部及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

⑸ 詳細は、説明書等による。


